




































































































































鳥取盲学校 7　i　3 1 i9 4十1 2 1 10 2
鳥取聾学校 7i41 18@　　18 4十2 1 2
1病弱 8　i　5 1 i 4十2 1 2
II精薄 16i71 i 4十5 1 2




W肢体 17i61 40i・・ 5十6 1 2
V精薄 8　i　5 1 20　i　174Ψ2 1 2































鳥取盲学校 9 2 18 4 1÷1 4 2 1
鳥取聾学校 5 3 10 6 1÷1 6 2 2
1囎薄 3 6 2 1十〇 2 2 1
m精薄 3 6 2 1十〇 2 2 1
養護　学　校
W肢体 7 14 2 2十1 2 2 1









































































































































































































































































教　諭　等 養護 実習 事務 現業職校　長 （幼稚部を含む数） 小・中学部i高等部　　　　， 教諭 助手 寮母 職員
介助職員
員・他














@22・“w疹“参一一・参@12，甲’A－一参’参参@10計 基iB 8 （286） 8 亙3 8 22 24準ic　‘ 8 272（278：2校6人）i 8 13 8 22 12 10
旧標準定数 2 62 41　i212 10 8 8 ［2］














準ic　J 2 65（69：聾学校4人） 2 8 8 6 2 4



















































































































































































































































































































































































































































































1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 9人 11人12人 14人合計 他の種類の学級を併設
19871 5 31 20 9 2 1 1② 1② 71校久松，日進，明倫，明
小 年度 1．4 7．0 43．728．212．7 2．8 L4 L4 1．4100％道，啓成，境の6校
学 ■吟一テー’一 ●参参’●“㎡ コー一，一一参” 参参舟■““一 A・・一AP甲 参．一一w““ “一百’“’一香 “香“●s－← ，・’参・““ 一一”一参参“ 香“’“一コ← 一P’”暢参， “AA香一’s’　テ　ー　←　’　一　参　参　A　参　A　A　x　“　一　÷　・　“　香　・　s　－　－　P　甲　，　参　’
校 199110 23 23 7 3 2 68 久松，日進，明倫，明道，
年度 14．733．833．810．3 4．4 2．9 100啓成，境，大栄の7校
1987 5 9 鼓 5 4 2 1 37 鳥取北，鳥取西，倉吉
中学 年度テーA一’AA
・香一・香一，
13．5’一一’参尋“寿 24．3・香一・←一一一 29．7”●一参〆“ 13．5’・s・テー一 1G．8A－⇒］・≠香一 5．4一香“A“一一 2．7－F一婚A“一
一一・““香一一 ウコ▼一・’一 参輪“““婚“一
100－A一‘一一一 東，湊山の4校”参参一・■’・一一・一一コ←一一’一一参参“テ・←一
校 199三 4 9 12 9 2 1 1 1② 39 鳥取北，鳥取西，湊山































































































1年 2年 3年 4年　5年6年 合計 1年 2年 3年 合計 1年 2年 3年 合計



















































1年 2年 3年 4年 5年 6年 小計 訪問 含計 1年 2年 3年 合計














































1 1 3 2 ユ
他
　　　　一　i学部主事・甲　，　テ　ー　s　s　培　培　一　病　＾　参　参　●　’　一　一　コ　ー　⇒　一　●　’　“　参　辱　参　参　’　一　・　・　一　画　’　一　零　●　婚　参　参　一　一　，　一　一　一一　⊥　吟　吟　　　　　　　教頭1　　　　教務主任1
　　学部主事1●“■“■“参■“’一▼一⇒←一一、““A参参一甲
　　　　　　　　　　　　　　：鳥取県教育調査研究協会『鳥取県教育関係職員録（平成3年度）』による。「教職員の配置」は資料C注1）
　2）教諭等の「新標準定数］欄の人数は，基礎定数＋養護訓練担当＋専門教育担当＋職業教育加配。
　3）　「学級担任」欄の（）内は，学級担任との兼任を示す（内数）。
　4）「介助職員」の［］内の数字は，表4に同じ。
鳥取大学教育学部教育実践研究指導センター研究年報　創刊号　1992年3月 49
精神薄弱，肢体不白由，身体虚弱，言語障害，情緒障害
の7種類の学級が認められている。
　鳥取県では，小学校には精神薄弱，情緒障害，言語障
害，難聴の4種類，中学校にはさらに言語障害学級を除
く3種類の学級しか開設されていない（表9－1）。しか
も，大多数が精神薄弱学級である。具体的には，1991年
度において，小学校では，精神薄弱学級が75校，情緒障
害学級が4校（鳥取市立日進小学校，米子市立啓成小学
校，大栄町立大栄小学校，赤碕町立安田小学校），言語障
害学級が3校（鳥取市立久松小学校，米子市立明道小学
校，境港市立境小学校），難聴学級が3校（鳥取市立遷喬
小学校，倉吉市立明倫小学校，米子市立明道小学校）で
ある。中学校では，精神薄弱学級が42校，情緒障害学級
が1校（鳥取市立西中学校），難聴学級が2校（鳥取市立
北中学校，米子市立湊山中学校）である。
　噺設5人」の県の最低基準を撤廃することによって，
精神薄弱以外の他種類の障害の学級がもっと開設できる
ようになると思われる。なかでも，肢体不自由学級，弱
視学級及び身体虚弱学級は，鳥取県において未開設であ
る。東西に細長い鳥取県において，肢体不自由養護学校
は西部（米子市）に1校しかない。また，盲・聾学校も，
東部（岩i美郡国府町）に1校ずっしかない。ここに，少
入数でも肢体不自由学級，弱視学級，難聴学級の開設を
必要とする理由がある。また，病弱養護学校を併設する
医療機関は2病院（県立中央病院：鳥取養護学校，国立
米子病院：市立米子養護学校）のみである。ここに，少
人数でも身体虚弱学級の開設を必要とする理由がある。
情緒障害学級（小一2市2町，中一1市）及び言語障害
学級（小一3市）に関しても，鳥取県下39市町村の中で
未開設のところが多数であり，開設への要望は高い。
　以上のように，鳥取県において，1人でも希望者があ
れば，該当する種類の特殊学級を開設できるようにする
意義は大きい。
結．教育実践の充実
1．標準法の趣旨
　鳥取県において新標準法を完全に実施すれば，障害児
教育実践を支える教育条件を大幅に改善しうることが明
らかとなった。新標準定数分の給与費等は，国庫により
財源措置がなされている（義務標準法に関しては義務教
育費国庫負担法及び地方交付税制度，高校標準法に関し
ては地方交付税制度）。従って，文部省自ら標準法に関し
て次のように述べている。すなわち，「定数分までは教職
員数を確保することが財源的に保障されているわけで，
この意味で，これらの法律は，国庫負担制度等とあいまっ
て，単に学校における学級編制や教職員定数の標準を示
すのにとどまらず，全国的な教育水準の維持向上に大き
く貢献しているものである♂円と。
　新標準法による改善は，各都道府県において実現され
て当然のものなのである。加えて，具体的な教育実銭と
の関わりにおいて，「教育水準の維持向上」に資するもの
でなければならないのである。
　それでは，薪標準法を完全に違成したとして，鳥取県
における障害児教育実践を具体的にどのように充実でき
るめであろうか。
　従来の研究では，例えば同じ学級編制（編成）の問題
を扱っても，教育方法学では各学校内において教育的な
観点から行われる学級編成を論じ，教育行政学では標準
法に基づく学級編制を論ずるという具合であった。せい
ぜい，教育経営学が両者の橋渡しを試みようとしてきた
程度である。しかし，教育方法学も教育行政学も教育学
を構成する一領域であり，最終的には学級編制と学級編
成の問題とが関係付けられ，統一的に論じられなけれぼ
ならないということは言うまでもない。
　障害児教育の分野においては，一斉授業方式ではない
新しい教育の方法や形態を創造的に開発することが求め
られ，しかもそれらが学級編制や教職員定数と密接な関
連を持つ課題であったことから，両者を統一的に考究す
ることへのニーズは以前から大きかった。また，通常の
教育の分野においても，臨時教育審議会の答申との関わ
りで多様な教育の形態を採り得る条件の解明が関心事と
して急浮上している12｝。
　従って，新標準法の学級編制及び教職員定数の問題に
っいて，広く教育実践やさらには教育の方法・技術の問
題との関わりにおいて論じ，考察すべきと言えよう。
2．盲・聾・養謹学校における教育実践の充実
ωティームティーチング方式と教育の個性化俵10－1
　及び表10－2）
　まず，盲・聾・養護学校に関して考察してみよう。
　各学校において学級規模が小さくなり教職員数が増え
れば，一斉画一的な教育指導を一人ひとりの教育的ニー
ズに応じて個性化できることは，一般的に言いうる。し
かし，いくら学級規模が小さくなっても，ヱ学級1担任
では単眼的な一斉指導方式に傾き易い。複眼的な指導が
可能となるティームティーチング方式13）の導入は，教育
の個性化を進める上で強力な起爆剤となろう。
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　障害児教育の分野においては，早くからティーム
ティーチング方式が試みられている。ティームティーチ
ング方式とは，単なる複数担任制ではなく集団編成や指
導方法の改善を含んだ質的な概念であるが，前提として
複数の教職員の配置を必i要としている。残念ながら，薪
標準法は編制学級のそれぞれに複数の担任を配置するま
でを予定してはいない。従って，新標準法により確保さ
れた教職員定数を独自に配置し直して対処する必要があ
る。
　具体的に，鳥取県立A養護学校（精神薄弱）を例にみ
た（表10－1及び10－2）。A養護学校は，小学部から高
等部まで学級担任制を採っている。それは，学級担任が
日常的な指導に直接当り，担任外の教諭（学部主事な
ど），実習助手，介助職員が応援に入る体制である。校内
で編成した総計22学級（訪問教育学級を含む）の内，複
数担任が12学級（54．5％），1人担任が10学級（45．5％）
である。1人担任学級は，小学部9学級（69．2％），中学
部1学級（16．796），高等部0学級（一％）と，小学部に
圧倒的に多い。しかも，小学部では重複障害学級に1人
担任学級が半数の3学級も残されている。
　A養護学校では，中学部1年生の単一障害の編制学級
2学級を併せて1学級に編成し直している他は，全て編
制学級どおりである。あまりにも編制学級どおりの学級
編成を採っているために，学級規模は小さいにしても1
人担任学級が解消されていない側面がある。従って，現
在の教職員数のままでも，複数の編制学級を併せるなど，
編制学級をより柔軟に編成し直すことによって，1人担
任学級を減らす道が考えられる。しかし，1人担任の10
学級を全て解消するには，新標準定数の確保が不可欠で
ある。
（2）養護・訓練及び専門教育の充実（表11）
　A養護学校の新標準定数と実際の教諭等の配置（表11）
を見ると，小・中・高等部を通じて，新標準定数の内の
基礎定数分をわずかに超える人数しか配置されていない。
従って，教諭等から教頭，学部主事，教務主任などを確
保すると，学級捌壬として配置し得る人数は基礎定数分
でしかない。
　A養護学校では，現在，養護訓練担当教諭分の配置が
なく，養護・訓練を教科・領域の中で配慮して行う形態
を採っており，特に設定された時間帯や視点としては養
護・訓練の指導を行うことができていない。また，高等
部では専門教育担当教諭分の配置がなく，進路指導主事
も学級担任と兼任の形で任務を遂行している状況である。
　従って，新標準定数が確保されれば，養護・訓練や高
等部の専門（職業）教育を担当する教諭が独自に配置で
き，これらの面の実践を充実することが可能となる。
（3）訪問教育の充実
　A養護学校の訪問教育学級は，学級担任1人に児童3
人である。編制人数としては新標準法の重複障害学級の
3人の水準に達しており，児童1人につき1回2時聞，
週3回ずつ（計6時間）の訪問教育（スクーリングを含
む）が可能となっている。
　しかし，精神薄弱養護学校にあって重度の肢体不自由
との重複障害を持つ児童を前にして，担任1人が孤軍奮
闘に近い状況である。また，小学部に属するとはいえ，
担任も児童もともに小学部に基礎集団を持たないために，
スクーリングの際の指導が季薄である（訪問教育学級担
任1人と付添いの保護者で指導）。
　新標準法は，訪問教育学級も含めた学級数を基礎に教
諭等を算定していた。従って，教職員の配置においても，
訪問教育学級を支える体制を学校及び学部全体で整えな
けれぼならないといえよう。具体的には，学級担任に加
えて養護訓練担当教諭，養護教諭，介助職員などで訪問
チームを組むことや，スクーリングの際に小学部として
対応する体制を準備することが考えられる。
（4）交流学習・地域交流の充実
　A養護学校は，指定校方式の交流教育を長年にわたっ
て推進してきた。加えて，1987年度より児童・生徒の居
住する地域の学校との居住地校方式の交流教育にも取り
組み，成果を上げている。地域交流が，養護学校の位置
する周辺の地域から，児童・生徒の居住する地域にまで
拡大しつつある。一般的にみて地域から遊離し易いとさ
れた養護学校にあって，A養護学校の地域交流の実践は
大いに注際される。しかし，児童・生徒の個々に対応す
る居住地校方式の交流に，担任教師が毎回付き添うとい
うことは困難であり，回数などに制約を生じている。
　新標準定数が確保されれば，この面においても実践の
さらなる充実が期待される。
　なお，同様の実践は，鳥取聾学校においても「土曜日
学習」（小学部で1987年度より学年進行で開始）として進
められている。これは，月曜日から金曜日は聾学校で学
び，毎週の土曜Eiは居住地の学校で学ぶ方式である。
（5）地域におけるセンター的機能の充実
　盲・聾・養護学校が地域の障害児教育センターとして
の機能を備えることへの要望は，かねてより強い。鳥取
県においても，例えば県下に1校しかない盲学校・謬学
校及び肢体不自由養護学校をはじめとして，盲・聾・養
護学校の在籍者以外（すなわち，通常の学級及び特殊学
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級の在籍者）に関する専門的教育サービスの提供（外来
や巡回による教育相談や指導など）へのニーズは高い。
また，就学前幼児及び入学予定者への事前の相談・指導，
転校及び卒業者へのアフターケアを望む声もある。
　新標準法においても，未だこうしたセンター的機能を
担う教職員の定数は示されていない。しかし，新標準定
数を確保した上に立って，将来的な定数化に向けて積極
的に試行し実績を積む必要の認識は広がっている。
　鳥取聾学校では，既に1974年度から3歳未満児に対す
る定期的な教育相談を校内操作による内部努力で開始し
ている。また，巡回相談も着手されている。鳥取盲学校
においても幼児の教育相談が試みられている。また，養
護学校においても，随時の教育相談が行われている。
3．小・中学校における教育実践の充実
（1）通級方式と教育の個性化
　特殊学級への通級制は，1990年6月に発足した文部省
の「通級学級に関する調査研究協力者会議」において，
正式に制度化する方向が打ち出されている。同会議の
1991年7月17日の「通級学級に関する充実方策について
（中間まとめ）」1ρでは，通級の概念を「各教科の指導は主
として通常の学級で受けながら，心身の障害の状態等に
応じた特別な指導を特殊学級で受けること」とした上で，
児童・生徒の通級に加えて，教師の巡回による指導も含
めている。しかし，例えば通常の学級と特殊学級との「二
重在籍」を認め，通級者を児童・生徒数に含めてカウン
トし特殊学級の編制を認める方向は，中間まとめの段階
では明示されていない。
　標準法そのものは，「二重在籍」を禁じたものではな
い。しかし，現状では択一的な在籍を前提として学級編
制が行われている。ただし，1人でも該当者がいれば特
殊学級を開設すべきことを予定している。1人でも在籍
希望者がいれば特殊学級を開設することは，まず第一に，
当該の児童・生徒に特別な教育的ニーズに応じた教育の
提供を容易にする。加えて，通常の学級に在籍している
者についても，特別な教育的ニーズに応じて特別な指導
を受ける通級の機会を拡大することにも通じる。
　鳥取県においても，地域センター的に発足した言語障
害学級をはじめとして通級指導が進められてきた。しか
し，通級が正式な制度として認定されたものでなかった
ために，会計検査などでの「摘発」6）を恐れて，他校から
の通級を制限し自校の児童に限定することもあった。通
級が正式に制度として認知されれば，鳥取県においても，
通常の学級の教育ではカバーできない特別な教育的ニー
ズに，巡回多旨導を含む通級指導という形で対応すること
が可能になろう。
（2）居住地域との結び付きの強化
　在籍者1人で特殊学級を開設することに関して，1人
学級があまりにも小規模で学習集団として不適切である
とする意見がある。しかし，それは学級運営を在籍児の
みの固定方式として想定しているからである。上述の通
級者を含めて学習集団を編成したり，障害種別の異なる
特殊学級を必要に応じて合同したり，通常の学級との交
流学習の機会を設定すれぼ，規模の異なる複数の学習集
団を準備することが可能となる。
　特殊学級での教育を必要としている者が1人であると
いうことで学級開設が行われないとしたら，当該児に対
して，通常の学級での教育で我慢するか，特殊学級のあ
る他校への越境通学を選択させることとなる。越境通学
とは，兄弟姉妹や居住地の友だちと異なる学校へ通学す
ることである。それは，特別な教育的ニーズに応じた教
育のために，居住地域との結び付きに関して犠牲を強い
ることでもある。現に，特殊学級の設置率の低い米子市
などに限らず，県下各地の特殊学級の未設置学校におい
て，居佳地域との結び付きを犠牲にした他校の特殊学級
への越境通学が施策的に進められてきた。
　盲・聾・養護学校と異なる特殊学級の特長点は，特別
な教育的ニーズに応じた教育を家庭の位置する居住地の
学校で提供できることにある。1人でも特殊学級を開設
することによって，居住地域との結び付きを深めながら
居住地の学校で特別な教育的ニーズに応じた教育を受け
る機会を拡大することが可能となる。
（3）インテグレーションの推進
　1人学級の場舎，特殊学級の担任がともに通常の学級
との交流学習に参加することが可能となる。その際，特
殊学級の担任は当該児にマンツーマンで対応し，交流場
面における学習を個男‖に援助することもできるし，特殊
学級と通常の学級担任とが複数で学級全体の指導を行う
こともできる。
　さらには，障害児を日常的に統合した上で，ティーム
ティーチングを進めることも想定される。インテグレー
ションを推進し，通常の学級において特別な教育的ニー
ズに応じた教育を提供することも模索できるのである。
　鳥取県においても，1人学級を，障害児のインテグレー
ションの推進や，通常の学級を巻き込んでの教育改善に
活用することが検討されてよい。
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Abstract
The　standard　for　the　organizati◎n　of　classes　and　for　the　fixed　number◎f　e（沁cational　pers◎nnel　m　public　schools
is　determined　by　laws　in　Japan。　According　to　the　new　laws　which　have　been　put　enacted　completely　since　1991，
the　proposed　standard　number　of　children　per　class　is　40　in　ordinary　classes　at　the　compulsoly　education　level．
　　In　special　educat輌on，　particular　consideration　sh◎uld　be　given　not　only　to　organizing　small　classes　but　also　to
allocating　many　teachers　and　ancillaly　personnel；10　in　special　classes◎f　ordinary　schools，7in　primary　or　l◎wer
secondary　section　classes　（9　in　upPer　secon（玉ary　section　classes）　of’special　schools　and　3　in　classes　（inclu（iing
visiting－education　classes）catering　f◎r　the　multiply－or　severely－handicapped．　Bu☆n　many　prefectures　the　new
standard　has　not　been　achieved　yet．
　　The　case　of　Tottori　Prefecture　is　reported　in　this　paper　on　the　basis　of　statistics．
（1）The　new　standard　f◎r翫e　organiza日on　of　c］asses　is　achieved　except　m　upper　sec◎ndary　section　dasses　and
　　visi目ng－education　classes、
（2）　But　the　new　standard　for　the　fixed　number　of　educational　personnel　has　not　yet　been　achieved　and　the　tota｛
　　number　oξallocated　personnel　m　199三三s　little　more　than　the　level　of　the　old　laws　which　were　modified　in　1980．
（3）These　poor　pr◎visions　make　it　ilnpossible　to　develop　educational　practices　in　special　classes　and　schools
　　sufficient▲y　flexible　and　apPropriate　for　the　sl）ecia▲e（iucational　needs　of　disabled　children．
」
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